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 他会計からの繰入金は584億5,600万円で、前年度比3.9％の減少。

うち公営企業法を適用している事業（法適用事業）152事業

うち公営企業法を適用していない事業（法非適用事業）255事業

　【参考】　市町村、一部事務組合等が経営する公営企業の状況

次のとおりです。

長野県（企画振興部）プレスリリース　平成31年（2019年）２月28日

 決算規模は2,630億1,200万円で、前年度比0.1％の増加。

 平成29年度決算の概要 平成29年度決算の概要 平成29年度決算の概要 平成29年度決算の概要

　　※ 詳細は、別紙をご覧ください。

 企業債残高は8,269億7,400万円で、前年度比5.1％の減少。

 総収支は171億2,200万円の黒字で、前年度比4.7％の減少。

事業数は407事業で、前年度比５事業の減少

県内の市町村、一部事務組合等が経営する公営企業の平成29年度決算の概要は、

SDGs（持続可能な開発目標）は、美しく、誰もが安心して暮らし続

けられる社会をめざし、世界みんなで取り組む目標です

企画振興部市町村課財政係

（課長）竹内 善彦

（担当）丸山 正徳 中島 太一 上條 博之

電 話 026-235-7065（直通）

026-232-0111（代表） 内線2134

ＦＡＸ 026-232-2557

県内市町村等が経営する公営企業の平成県内市町村等が経営する公営企業の平成県内市町村等が経営する公営企業の平成県内市町村等が経営する公営企業の平成29292929年度決算の年度決算の年度決算の年度決算の
状況についてお知らせします状況についてお知らせします状況についてお知らせします状況についてお知らせします



（別紙）（別紙）（別紙）（別紙）

１　　決算規模１　　決算規模１　　決算規模１　　決算規模

　決算規模は2,630億1,200万円で、前年度から２億4,900万円（0.1％）増加しました。

　事業別では、下水道事業が983億7,500万円（0.1％増）、病院事業が901億9,400万円

（0.0％増）、水道事業が506億5,500万円（2.7％増）となっています。

※ 決算規模の算出方法

法適用事業 ： 総費用－減価償却費－土地売却原価＋資本的支出

法非適用事業 ： 総費用＋資本的支出＋積立金＋前年度繰上充用金

※ （ ）は公的資金補償金免除繰上償還（国の臨時特例措置として、将来の財政見通しを立て、

行財政改革を行う地方公共団体については、過去に借り入れた高金利の地方債の一部につ

いて、補償金なしで繰上償還ができる制度。平成19～24年度に実施）の額を除いた額。

事業数及び決算規模の推移
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３　　他会計からの繰入金３　　他会計からの繰入金３　　他会計からの繰入金３　　他会計からの繰入金

　他会計からの繰入金は584億5,600万円で、前年度に比べて23億8,100万円（3.9％）の

減少となっています。

　事業別では、下水道事業が412億1,000万円と全体の70.5％を占めており、次いで病院

事業が104億7,000万円、水道事業が43億4,500万円となっています。

２　　総収支２　　総収支２　　総収支２　　総収支

　公営企業全体の総収支は171億2,200万円の黒字で、前年度に比べ８億5,000万円

（4.7％）の減少となりました。また、黒字事業は372事業で全体の91.4％を占めています。

　事業別では、下水道事業が106億6,400万円（3.6％増）、次いで水道事業が70億3,600

万円（5.7％減）の黒字となっています。病院事業は19億7,400万円の赤字で、前年度に比

べ、医業費用（人件費、医療材料費、減価償却費等）が増加したことにより、赤字額は

７億8,100万円増加（65.4％増）しています。

他会計からの繰入金の推移

585

669

663

630 632

633

626

608

635627

0

100

200

300

400

500

600

700

800

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

億

円

その他

下水道

病院

水道

※ 収支の算出方法

法適用事業 ： 総収益から総費用を差し引いた額

法非適用事業 ： 歳入歳出差引額（形式収支）から翌年度へ繰り越すべき財源を除いた額

収支及び黒字事業数の割合の推移
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４　　企業債残高４　　企業債残高４　　企業債残高４　　企業債残高

　企業債残高は8,269億7,400万円で、前年度に比べて447億3,200万円（5.1％）減少しま

した。

　事業別では、下水道事業が371億8,500万円（5.8％）、水道事業が43億8,200万円

（3.1％）、病院事業が19億9,200万円（2.8％）の減少となっています。
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○ 参考資料１　事業別決算の状況

　　　　（最近１０か年度）

〈参考資料〉〈参考資料〉〈参考資料〉〈参考資料〉

　　　　 内訳１　法適用事業の状況

　　　　 内訳２　法非適用事業の状況

○ 参考資料２　事業数、決算規模、純損益・実質収支、黒字事業数の推移



○　事業数

水道 交通 電気 病院 下水道 市場 と畜場 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 その他 合計

平成２９年度　（Ａ）

85 1 5 17 179 4 1 36 14 10 51 4 407

平成２８年度　（Ｂ）

90 1 4 17 181 4 1 36 13 10 51 4 412

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） △ 5 0 1 0 △ 2 0 0 0 1 0 0 0 △ 5

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ △ 5.6 0.0 25.0 0.0 △ 1.1 0.0 0.0 0.0 7.7 0.0 0.0 0.0 △ 1.2

○　決算規模　（単位：百万円）

水道 交通 電気 病院 下水道 市場 と畜場 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 その他 合計

平成２９年度　（Ａ）

50,655 45 446 90,194 98,375 583 130 5,316 1,423 1,309 14,156 380 263,012

平成２８年度　（Ｂ）

49,347 54 762 90,156 98,251 595 132 4,895 2,254 1,055 14,906 356 262,763

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） 1,308 △ 9 △ 315 38 124 △ 12 △ 3 421 △ 832 255 △ 750 24 249

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ 2.7 △ 16.3 △ 41.4 0.0 0.1 △ 2.0 △ 2.0 8.6 △ 36.9 24.2 △ 5.0 6.6 0.1

○　収支　（単位：百万円）

水道 交通 電気 病院 下水道 市場 と畜場 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 その他 合計

平成２９年度　（Ａ）

7,036 11 29 △ 1,974 10,664 11 0 227 95 50 980 △ 8 17,122

平成２８年度　（Ｂ）

7,458 11 23 △ 1,193 10,298 9 0 141 147 45 993 39 17,972

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） △ 422 △ 0 6 △ 781 366 2 0 85 △ 52 5 △ 13 △ 47 △ 850

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ △ 5.7 △ 4.0 25.7 △ 65.4 3.6 22.2 0.0 60.3 △ 35.4 12.1 △ 1.3 △ 120.1 △ 4.7

○　他会計からの繰入金　（単位：百万円）

水道 交通 電気 病院 下水道 市場 と畜場 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 その他 合計

平成２９年度　（Ａ）

4,345 0 1 10,470 41,210 104 78 1,033 162 74 883 97 58,456

平成２８年度　（Ｂ）

5,117 0 27 10,767 42,127 97 76 814 456 120 1,113 123 60,837

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） △ 773 0 △ 26 △ 296 △ 917 7 2 220 △ 294 △ 46 △ 230 △ 26 △ 2,381

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ △ 15.1 － △ 95.7 △ 2.8 △ 2.2 6.9 2.2 27.0 △ 64.5 △ 38.4 △ 20.7 △ 21.4 △ 3.9

○　企業債残高　（単位：百万円）

水道 交通 電気 病院 下水道 市場 と畜場 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 その他 合計

平成２９年度　（Ａ）

137,435 0 271 69,891 609,166 70 60 3,087 1,089 1,542 4,363 0 826,974

平成２８年度　（Ｂ）

141,817 0 271 71,883 646,351 96 87 2,931 1,811 1,116 5,344 0 871,706

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） △ 4,382 0 0 △ 1,992 △ 37,185 △ 26 △ 27 156 △ 722 427 △ 981 0 △ 44,732

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ △ 3.1 － － △ 2.8 △ 5.8 △ 26.9 △ 31.1 5.3 △ 39.9 38.2 △ 18.3 － △ 5.1

※ １ 増減率の計算は端数処理前の数値で実施。

　 ２ 端数処理により合計と内訳が一致しない場合がある。

参考資料１ 事業別決算の状況



○　事業数

水道 交通 病院 下水道 観光施設 宅地造成 介護 その他 合計

平成２９年度　（Ａ） 53 1 17 66 7 2 2 4 152

平成２８年度　（Ｂ） 49 1 17 66 7 2 2 4 148

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） 4 0 0 0 0 0 0 0 4

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ 8.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 － 0.0 2.7

○　決算規模　（単位：百万円）

水道 交通 病院 下水道 観光施設 宅地造成 介護 その他 合計

平成２９年度　（Ａ） 46,518 45 90,194 76,427 1,934 115 835 380 216,448

平成２８年度　（Ｂ） 43,333 54 90,156 76,544 1,648 621 901 356 213,612

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） 3,185 △ 9 38 △ 117 286 △ 506 △ 66 24 2,836

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ 7.4 △ 16.3 0.0 △ 0.2 17.4 △ 81.5 － 6.6 1.3

○　純損益　（単位：百万円）

水道 交通 病院 下水道 観光施設 宅地造成 介護 その他 合計

平成２９年度　（Ａ） 6,913 11 △ 1,974 9,869 △ 18 4 △ 18 △ 8 14,779

平成２８年度　（Ｂ） 6,947 11 △ 1,193 9,667 △ 58 48 △ 7 39 15,454

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） △ 34 △ 0 △ 781 202 40 △ 45 △ 10 △ 47 △ 675

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ △ 0.5 △ 4.0 △ 65.4 2.1 68.8 △ 92.7 － △ 120.1 △ 4.4

○　他会計からの繰入金　（単位：百万円）

水道 交通 病院 下水道 観光施設 宅地造成 介護 その他 合計

平成２９年度　（Ａ） 3,074 0 10,470 29,595 376 0 25 97 43,636

平成２８年度　（Ｂ） 2,979 0 10,767 30,355 187 120 25 123 44,556

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） 95 0 △ 296 △ 760 189 △ 120 0 △ 26 △ 919

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ 3.2

－

△ 2.8 △ 2.5 100.8 100.0 － △ 21.4 △ 2.1

○　企業債残高　（単位：百万円）

水道 交通 病院 下水道 観光施設 宅地造成 介護 その他 合計

平成２９年度　（Ａ） 123,520 0 69,891 481,325 1,701 0 50 0 676,486

平成２８年度　（Ｂ） 120,685 0 71,883 510,074 1,695 0 75 0 704,412

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） 2,835 0 △ 1,992 △ 28,749 6 0 △ 25 0 △ 27,926

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ 2.3

－

△ 2.8 △ 5.6 0.4

－

-

－

△ 4.0

※ １ 増減率の計算は端数処理前の数値で実施。

　 ２ 端数処理により合計と内訳が一致しない場合がある。

内訳１ 法適用事業の状況



○　事業数

水道 電気 下水道 市場 と畜場 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 合計

平成２９年度　（Ａ） 32 5 113 4 1 29 12 10 49 255

平成２８年度　（Ｂ） 41 4 115 4 1 29 11 10 49 264

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） △ 9 1 △ 2 0 0 0 1 0 0 △ 9

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ △ 22.0 25.0 △ 1.7 0.0 0.0 0.0 9.1 0.0 0.0 △ 3.4

○　決算規模　（単位：百万円）

水道 電気 下水道 市場 と畜場 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 合計

平成２９年度　（Ａ） 4,137 446 21,948 583 130 3,382 1,308 1,309 13,321 46,564

平成２８年度　（Ｂ） 6,014 762 21,707 595 132 3,247 1,634 1,055 14,005 49,150

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） △ 1,877 △ 315 240 △ 12 △ 3 135 △ 326 255 △ 684 △ 2,587

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ △ 31.2 △ 41.4 1.1 △ 2.0 △ 2.0 4.2 △ 20.0 24.2 △ 4.9 △ 5.3

○　実質収支　（単位：百万円）

水道 電気 下水道 市場 と畜場 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 合計

平成２９年度　（Ａ） 124 29 796 11 0 245 92 50 998 2,343

平成２８年度　（Ｂ） 512 23 631 9 0 199 99 45 1,000 2,518

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） △ 388 6 164 2 0 46 △ 8 5 △ 3 △ 175

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ △ 75.8 25.7 26.0 22.2 0.0 23.0 △ 7.7 12.1 △ 0.3 △ 7.0

○　他会計からの繰入金　（単位：百万円）

水道 電気 下水道 市場 と畜場 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 合計

平成２９年度　（Ａ） 1,271 1 11,615 104 78 658 162 74 858 14,820

平成２８年度　（Ｂ） 2,139 27 11,772 97 76 627 336 120 1,088 16,282

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） △ 868 △ 26 △ 157 7 2 31 △ 174 △ 46 △ 230 △ 1,462

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ △ 40.6 △ 95.7 △ 1.3 6.9 2.2 5.0 △ 51.9 △ 38.4 △ 21.2 △ 9.0

○　企業債残高　（単位：百万円）

水道 電気 下水道 市場 と畜場 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 合計

平成２９年度　（Ａ） 13,916 271 127,841 70 60 1,386 1,089 1,542 4,313 150,488

平成２８年度　（Ｂ） 21,132 271 136,277 96 87 1,236 1,811 1,116 5,269 167,294

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） △ 7,217 0 △ 8,436 △ 26 △ 27 150 △ 722 427 △ 956 △ 16,806

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ △ 34.1

－

△ 6.2 △ 26.9 △ 31.1 12.1 △ 39.9 38.2 △ 18.1 △ 10.0

※ １ 増減率の計算は端数処理前の数値で実施。

　 ２ 端数処理により合計と内訳が一致しない場合がある。

内訳２ 法非適用事業の状況
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（％）

平成２０年度

430 △ 1.4 329,119 0.5 121 78 △ 2,256 43.3 309 306 2,909 △ 26.1 384 89.3

平成２１年度

417 △ 3.0 305,516 △ 7.2 123 84 798 135.4 294 293 2,727 △ 6.3 377 90.4

平成２２年度

421 1.0 271,447 △ 11.2 124 89 4,756 496.3 297 295 2,440 △ 10.5 384 91.2

平成２３年度

420 △ 0.2 272,195 0.3 123 95 6,573 38.2 297 297 2,970 21.7 392 93.3

平成２４年度

417 △ 0.7 276,757 1.7 128 95 6,765 2.9 289 289 2,768 △ 6.8 384 92.1

平成２５年度

416 △ 0.2 272,145 △ 1.7 130 90 5,888 △ 13.0 286 283 2,308 △ 16.6 373 89.7

平成２６年度

417 0.2 299,522 10.1 134 96 △ 1,620 △ 127.5 283 280 2,512 8.8 376 90.2

平成２７年度

417 0.0 280,995 △ 6.2 138 101 11,439 806.1 279 276 2,803 11.6 377 90.4

平成２８年度

412 △ 1.2 262,763 △ 6.5 148 121 15,454 35.1 264 262 2,518 △ 10.2 383 93.0

平成２９年度

407 △ 1.2 263,012 0.1 152 120 14,779 △ 4.4 255 252 2,343 △ 7.0 372 91.4

※ １　「うち純利益の生じたもの」には、純損益が０の事業を含む。

　 ２　「うち実質黒字の生じたもの」には、実質収支が０の事業を含む。

純損益（百万円） 事　業　数 実質収支（百万円） 黒字事業数

事　業　数 決算規模（百万円）

法 適 用 事 業 法 非 適 用 事 業 合　　計

事　業　数

参考資料２ 事業数、決算規模、純損益・実質収支、黒字事業数の推移 （最近１０か年度）


